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つくば市における商業地域構造の変化

高橋伸夫。村山祐司。松村公明・吉村忠晴・側島康子

I　はじめに

　本稿の課題は，茨城県つくば市を対象として近

年における商業地域構造の変化とその要因につい

て解明することである。

　つくば市が誕生する以前の旧5町村，すなわち

谷田部町，筑波町，豊里町，大穂町，桜村はいず

れも昭和50年代まで土浦市の商圏のなかに組み込

まれていたユ）。そして，谷田部，北条，上郷，大

曽根，吉沼，中根・栄といった各町村の中心地は

互いに分散して位置していたため競合することな

く，独立して周辺地域の消費者に中次，低次の商

業機能を供給していた（第ユ図）。しかしながら，

研究学園都市建設の進展に伴い，桜村と谷田部町

を中心に人口が増加するにつれ，学園地区への商

業施設の立地が活発となり，短期間に新たな商業

集積地の出現をもたらすこととなった2）。このこ

とは，既存の中心地に少なからず影響を与えるだ

けでなく，さらに土浦市など周辺市町村を含む茨

城県南部の商圏をも大きく変容させることになっ

た。

　そこで本稿では，既存の商業地区と新たな商業

集積地におけるそれぞれの商業活動の変化を詳細

に比較検討し，つくば市における商業地域の構造

の近年の変化を捉えることとする。前者の事例と

して旧筑波町北条と並んで規模の大きい旧谷田部

町の中心商業地区を，後者の事例として研究学園

都市中心部を取ρ上げる。また，この地域におけ

る消費者の買物行動の変化を考察することで商業
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地域の構造変化の要因を探り，既存の商業地区と

新たな商業集積地の関係を解明する。調査対象時

期は，研究学園都市建設が本格的になった！970年

代半ばから現在までとした。
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皿　既存商業地区の変化

　一谷田部内町1台町の事例一

　亙一1　谷囲部内町1台町の商業概観

　本章では，既存商業地区の事例として旧谷田部

町の中心商業地区を取り上げ，商業活動の実態と

その変容を考察する。

　ここで対象とする谷田部内町・台町は，県道取

手・筑波線沿いの900mの範囲とする（第2図）。

この地域は，東谷田川を境に，西側の内町地区と

東側の台町地区にわかれる。その両側には台地が

あり，中央部に東谷剛11低地が広がる。谷の傾斜

は非対象で，西側の内町地区は極めて緩やかな傾

斜を形成するが，台町地区では急な傾斜になって

いる。道路形態は城下町特有のかぎ形であり，複

雑に入り組んでいる。道路は両側2車線で，内町

地区では両側に，台町地区では片側に歩道がある。

1975年に県道取手。筑波線のバイパス，県道土浦

野田線が開通したが，バスは従来通り商店街のあ

る旧道を通る。また，自動車交通量は，バイパス

開通以降減少したが，道路の形状が複雑で混雑し，

消費者が安全に買物できる状況とはいえない。

　江戸時代には，内町・台町に，茂木藩主細川氏

の陣家があり，小規模ながら城下町を形成してい

た。また，土浦から上総柏に出る水戸街道の脇道

が通り，宿場町としての機能も有していた3）。こ

のような歴史的背景もあり，内町・台町地区は，

早くから近隣農村の中心商店街として栄えてき

た。

　孤一2　小売業の分布と業種構成

　1970年代半ばおよび1991年における内町・台町

の土地利用図を第3図に示した4）。1970年代半ば

には，小売業，サービス業，飲食業の店舗が街路

に沿って立地していたが，一般住宅も街路沿いに

あり，既にこの時期に店舗の連担はやや妨げられ

ていることがわかる。その後，この地域では，

ユ970年代末に河川改修による道路の新設，1980年

代半ばに千歳通りの新設がなされた。1991年の時

点では小売業や飲食店などの店舗が減少し，銀行

も2店から1店になった。このなかには商店から

一般住宅への転換も認められるが，多くは道路の

新設によってもたらされた。

　小売業の店舗数は，1970年代半ばの65店から

1991年の48店へと減少した。しかしながら，業種

数（小分類）では，！970年代半ばと1991年ともに

23業種で増減はない。業種構成（中分類）をみる

と，1970年代半ばと1991年ともに店舗数の多い業

種は，織物・衣服・身の回り品小売業と飲食料品

小売業であり，これら2つの業種で，全体の60％

を占める。、織物・衣服・身の回り品小売業には，

この地域の特産品であった桐下駄の製造や呉服店
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を起源とする店舗が多い。1970年代半ばには，こ

れらの織物・衣服・身の回り品小売業と飲食料品

小売業を中心に，同業種（小分類）の店舗が複数

みられたが，！991年になると’それは少なくなった。

例えば，飲食料品小売業では，1970年代半ばに鮮

魚小売業と食肉小売業があわせて8店あったの

が，1991年には3店に減少した。また，織物・衣

服・身の回り品小売業では，靴・履物小売業が4

店から2店へ，婦人・子供服小売業，男子服小売

業も10店から7店へと減少した。その他の店舗で

は，自転車。自動車小売業が3店からヱ店へと減

少している。逆に，飲食料品小売業のなかでも，

酒・調味料小売業は1970年代半ばと1991年ともに

4店で変化がない。また，製造小売を行なってい

る菓子。パン小売業や，複数の商品を扱う各種飲

食料品小売業も減少していない。その他，医薬品

小売業や家庭電化製品小売業に関しても数の変化

はみられない。

　皿一3　小売業の形態

　33店に対する聞き取り調査の結果をもとに，内

町・台町の小売業の実態について述べる（第1
表）。

　1）開業年次

　内町・台町における店舗の開業は古い。創業

100年以上の5店を含め，1930年までに12店が開

第1表 内町・台町地区における小売店の業種・業態（199ユ年）
店
舗
番
号

開
業
年
②

経
営
組
織

本
支
店
別

本支店所在地 売場面積（㎡）
従
業
員
数
③

後
継
者

土地・店舗④
職
佳
分
離

改装・改築年 増
床
年

駐車場設置年
駐
車
台
数
⑤

1占頭販売以外 商外収入⑥
業
種
商
各
品
種

1 197｝ 法人 支店 東呆 490 O，5，19 ■ 2 2 20台

2 1951 法人 100 3，O，1 有 ｝ ｝ 止同

3 M 法人 460 4，15 有 1 1 198！ 1987 30

4 ユ9ユ8 法人 ユ65 3，2，0 有 ユ ユ ユ96ユ，8ユ ユ98ユ ユ6 配達 E
5 ｝951 法人 65 3，0，1 有 1 1 0

織
　
物
身
衣
の
服
回
・
り
品

6 1926 個人 65 3，O，0 有 2 1 1987 3 S
7 1972 個人 65 2，00 無 1 ユ985 4
8 M 個人 65 200 不明 ユ ユ 50 E
9 1945 傾人 40 3，0，O 不明 1 1 ｝990 4 S
10 1946 個人 40 2，O，0 有 2 ユ 玉983 共同

11 1946 法人 本店 つくば 王65 1，2，O 有 1 2 1988 1988 製造
2
0
3

ユ2 ユ938 個人 150 4，O，2 不明 ユ ユ 1987 ユ987 配達

13 1976 法人 80 2，2，1 有 了 ユ 工985 2 配達

14 M 個人 40 1，O，O 無 1 1 1969 1985 止同 配達

15 1955 個人 40 1，0，0 不明 1 1 1970，73 土同 配達

S
S
，
E
S

飲
食
料
品

王6 ユ96ユ 個人 40 至 ユ oユ、0，04，O，3

無
有17 M 個人 30 1 工 1983 土同 製造

18 1930 個人 30 3，O，O 不明 1 1 O 配達

19 1920 個人 30 2，O，O 不明 1 ！ 1985 1985 3 配達

E
E

20 1948 個人 30 2，O　O 無 ユ ユ 1977 2 配達

21 ユ946 個人 30 20，O ユ

2
0

配達

22 1965 個人 支店 つくば 30 2，O，O 無 1 1 1971
23 1948 個人 20 30，0 無 2 2 0 配達

① 24 1911 個人 本店 つくば 185 3，O，O 有 3 1 0 修理

25 198ユ 法人 支店 藤代 130 O，1、至 ■ 1 2 4 配達

26 1960 個人 80 2，O，O 無 玉 ユ 王970 」土同 配達

　
家
じ
具
ゆ
．
う
建
器
昼

27 1973 法人 75 3，O，O 不明 2 2 6 修理

28 1946 個人 65 2，O，O 無 1 1 O O
29 197王 個人 40 2．O，O 不明 3 2 止同 修理 S
30 1947 法人 115 2，O，1 不明 1 1 ユ985 1985 7 S，E

そ
の
他

31 1950 法人 100 3，1，O 不明 1 1 10 配達

32 M 法人 本店 つくば 75 2，O，1 有 1 1 6
33 1921 法人 本店 つくば 65 2，O，0 不明 ユ ユ 1975 4 配達

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’（王991年聞き取り調査より作成）
注：①薗転軍・自動車　②M：1900隼以前　③左から家族従業員，正社員，パート　④1：土地・店舗ともに自已所有，2：いず
れか一方が自己所有，3：借地かつ借店舗　　⑤共同：共同駐車場を利用　　⑥S：総与収入，E：不動産収入，O：その他の収入
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業した。さらに，戦後ユ945年から工955年までの間

に12店が開業し，合わせると全体の72％となる。

一方，それ以降に開業した店舗は少なく，1970年

代前半までに7店が開業したにすぎない。1970年

代後半以降，新規に開業した店舗は，わずか1店

である5）。これらのことから，内町・台町では，

早くから商店街が形成されたが，店舗の新規立地

という点からみれば，商店街の成長は近年停滞し

ているといえる。

　2）経営形態

　経営組織に着目すると，20店が個人経営で残り

の13店が法人経営である。台町・内町では，法人

経営の店舗は，60m2以上の売場面積をもつ大規

模な店舗に隈られる。

　本支店別店舗数をみると，79％にあたる26店は

単独店である。本店一支店関係の支店にあたるも

のは2店であり，それらの本店所在地は，東京都

と茨城県藤代町となっている6）。そのうち店舗1

は，従来，旧豊里町上郷に本拠をおく店舗であっ

たが，東京に本部を持つチェーン店に加盟した。

一方，この地区に本店をおくのは4店あり，いず

れもつくば市内に支店を持つ。そのうち店舗32と

店舗11の2店が学園都市に進出し，複数の支店を

配置している。店舗32は学園都市の研究所内の生

協や百貨店，ショッピングセンター内に4店，旧

谷田部町内に3店，つくば市外に2店の支店をも

ち，店舗！1は百貨店やショッピングセンターなど

に3店の支店をもつ。このように，内町・台町で

は個人の単独店が中心であり，支店の出店がほと

んどみられない。このことは，前節で述べたよう

な店舗の新規立地における停滞の一つのあらわれ

となっている。一方，大規模に支店を展開する本

店経営は，経営規模を拡大するための一つの手段

であるといえる。

　3）売場面積

　内町・台町では，売場面積は全体的に小規模で

ある。調査対象の70％にあたる23店が100狐2未満

であり，しかもそのうちの14店が50m2未満であ

る。商店街の申では，例外的な店舗1と店舗3を

のぞき，自動車・自転車小売業や家具・建具・

じゅう器小売業，医療品・化粧品小売業，各種商

品小売業などは大規模，織物・衣服・身の回り品

小売業は中規模，飲食料品小売業は小規模という

傾向にある7）。飲食料品小売業のなかでも，多角

経営を行なっている店舗12や店舗13は，規模が大

きい。

　4）従業員の状況

　内町・台町では，従業員規模は小さく，3人以

下の店舗が72％を占める。また，94％にあたる31

店が家族従業員に頼り，そのうち19店は家族のみ

の就業である。一方，家族従業員を雇用していな

いのは，つくば市外に本店のある2店だけである。

次に，後継者の状況をみると，後継者のいる店舗

は！1店である．このうち，後継者がすでに商業に

従事している店舗が5店，後継者が修業中なのが

3店ある。一方，「後継者がいない」とする店舗

は8店である。また，ド後継者が後を継ぐかどう

か不明」とする12店のうち，5店では後継者にあ

たる者が他の仕事に従事している。それらの人が

店の後を継ぐ可能性は少ない。家族従業員に依存

する割合が高い内町・台町では，店舗の存続は後

継者の有無に大きく依存しているといえる。しか

し，現状をみると，高齢化が進むことに加え，後

継者不足が顕著であるという問題を抱えている。

このような状況は最近にならて始まったことでは

なく，ヱ970年代半ばの時点ですでに始まってい
た8）。

　5）土地所有。店舗所有と職住分離の状況

　内町・台町において，土地，店舗ともに自己所

有の店舗は24店で全体の72％にあたる。また，い

ずれか一方が自己所有である店舗は5店であり，

土地・店舗とも所有していないのは2店のみであ

る。職住分離の状況をみると，82％にあたる27店

が職住一体または近接であり，職住が分離してい

るのは6店に過ぎない。土地，店舗ともに高い自

己所有率を示すのは，経営者が従来から内町・台

町に居住し，同時にその場所で商業活動を行なっ

てきたからである。一般的に店舗は，経営規模の

拡大を迫られると住居部分が妨げとなるので，職

住分離へと移行する。このような例は店舗の金面
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改築および駐車場の設置に伴い，従来の職住一体

型店舗から職住分離に移行した店舗11のみにみら

れる。内町・台町においては，土地・店舗を所有

する経営者は，古くからこの地域に居住している

住民であるため，職住分離には，消極的であると

いえる。

　6）店舗の増改築

　ここ20年ほどの間に店舗の改装・改築を行なっ

た店舗は，ユ8店存在する。1980年代前半までは，

土間や座敷からなる昔ながらの店舗を改装，ある

いは改築したものが多かった。しかし，内町・台

町ではいまだに近代化が遅れており，現在でも土

間や座敷がある商店が多くみられる。1985年以降

には駐車場を設ける店舗が増えてきた。駐車場を

もつ店舗は1970年代半ばに40％であったのが，

！991年には78％にまで増加した9）10）。広い敷地を

所有している店舗は，従来の店舗を増床し，さら

に10台以上の駐車スペースを確保している。しか

し，それ以外の多くの店舗はセットバック方式で

2～3台の駐車スペースを確保しただけであり，

しかも，その際，店舗部分を縮小している。内町・

台町では土地・店舗の自己所有率は高く，改装，

改築が比較的自由に行なえる状況にある。しかし，

改装や改築に対して積極的な店舗は少ない。

　7）商業活動と商外収入

　聞き取り調査によれば，以前は内町。台町の商

店街の集客範囲は，旧谷田部町内以外にも茎崎町，

伊奈町，谷和原村の一部も含んでいた。しかし，

県道筑波・取手線のバイパス，サイエンス大通り

の開通などで内町。台町の商店街の交通量が少な

くなり，また，伊奈町などにも郊外型の大規模な

店舗が立地したことにより，内町・台町の店舖に

おける集客範囲が狭まってきた。さらに，学園都

市の商業施設の充実により，この地区での土曜日，

休日の買物客が，大幅に減少した。加えて内町・

台町やその周辺においても大規模な各種商品小売

業が立地し，小規模な個人商店では買物客数が大

幅に減少している。このような状況では，内町・

台1町で商業活動を専業で行なうことは難く，10店

が商業収入以外に給与所得や不動産収入を得てい

る。一方で，さまざまな工夫をして商業収入の増

大を図っている例もみられる。一つは学園都市に

積極的に進出している店舗32や店舗11の例で，こ

れらの店舗は学園都市の支店で売上を急速に伸ば

している。次に，学園都市の研究機関あるいは学

校などと取引のある店舗3，店舗31，店舗6など

の例である。これらの店舖は，研究機関に作業着，

白衣などを，学校に体操着，シューズ，制服を納

入している。そして最後に，小売以外の部門に力

を入れている店舗が挙げられる。酒。調味料小売

業の店舗12，店舗13，店舗ユ7，店舗21では，買物

客は，内町・台町周辺にかぎられるが，注文配達

の範囲は，旧谷田部町内，伊奈町，谷和原村，さ

らには学園都市の西部にまで及ぶ。また，家庭電

化製品小売業の店舗27，店舗29，自転車小売業の

店舗24は修理部門に力を入れ，菓子小売業の一部

は製造部門に力を入れている。以上のような店舗

は，内町・台町地区における店頭販売が中心では

ないため，買物客の減少は経営に影響をあまり与

えていない。

　皿一4　商店街の特徴と変化

　内町・台町は，早くから商店街が形成されてい

た。近年，店舗の新規立地はほとんどみられず，

店舖数はやや減少する傾向にある。しかし，業種

数も変化はみられない。住民は，古くからこの地

域に居住し商業活動を行なっており，現在でも職

住一体である店舗が多い。全体的に売場面積は小

さく，従業員は家族に依存している。店舗の改築

や今後の計画は，概して消極的であるが，後継者

が続く限り経営を維持していきたいと考える経営

者が多い。しかしながら，近年は後継者不足で高

齢化が進み，存続が危ぶまれる店舖は少なくない。

また，集客範囲は縮小し，内町・台町への買物客

は減少している。一部の店舗はそれゆえ兼業化に

より，商業活動は実質副業として生計を維持して

いる。また，自転車や家庭電化製品の修理などの

技術をもった店舗，あるいは酒や米などの配達を

中心とする店舖は，店頭販売の比重が低いため，

経営は，比較的安定している。
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皿j新商業地区の形成過程

　　一学園都市中心商業地区の事例一

　皿一1　学園申心部の商業概観

　前章では，既存商業地区の事例としてつくば市

谷田部（旧谷田部町）の中心商業地区を取り上げ

た。本章では，近年新たに形成された新商業地区

の事例として，学園都市の中心商業地区を取り上

げ，その形成過程を考察する。さらに，新商業地

区における商業活動の特徴を明確にし，既存商業

地区における商業活動との質的差異を明らかにす

る。

　本稿で設定した学園都市の中心商業地区とは，

小売店が面的に集積する街区，および線的に連担

する街路である。これは，学園都市の中心商業地

区が谷田部でみられたような商店街としての統一

的な形態，および景観を有していないからである。

まず，小売店が面的に集積する街区として，学園

都市の中央通り，東大通り，南大通り，西大通り

に囲まれたほぼユkm2の街区を選定した（第4

図）。住居表示では，吾妻ユ丁目，竹園ユ，2丁目，

東新井の4町丁となる。さらにこの地域をつくば

公園通り（遊歩道）以東の「竹園」地区と同街路

以西の「東新井」地区の2つに区分した。次に小

売店が線的に連担する街路として，西大通り以西，

松代1丁目付近以東の，ほぼ1．5kmにわたる区問

の「土浦学園通り」を選定した（第4図）。本稿

ではこれらの地域を学園中心部と呼び，以後3つ

の地区別に考察を進める11）。

　学園中心部には，つくば市の4つの第1種大規

模小売店のうちの3つが立地する。また，学園都

市の公共交通機関の結節点，つくばセンターバス

ターミナルがある。さらに，つくば中央警察署，

筑波学園郵便局をはじめとする官公署が置かれ，

将来的には，市制施行以来，谷田部に置かれてい

る市役所の移転も計画されている。このように学

園中心部は，つくば市の都心といえる地域であり，

研究学園都市の中心商業地として分析するには適

当であると考える。

8㍑区一・・、口 人、

第4図 学園都市中心部の概観
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　皿一2　小売業の集積過程

　1）1970年代の学園都市における小売業の状況

　商業活動の変化という観点からみれば，学園都

市の事例は谷田部をはじめとする既存の商業地区

とは全く異なっている。学園都市は自然発生的に

成立した都市ではなく，商業施設の集積は皆無の

状態から始まった。そして初期の商業施設は，住

民の転入の増加に対応して計画的に配置されたも

のであった。

　学園都市における新住民の転入は，1972年の竹

園公務員住宅への入居以降，本格的に始まった。

しかし，1973年にはまだ市街化区域，あるいは用

途地域が決定された段階であり，学園都市の住民

の日常の買物は土浦をはじめ，既存の商業中心地

に依存する状況であった。同年，竹園～土浦聞の

バス路線が開設された。1974年に，筑波大学が学

生の受け入れを開始したことで，天久保の人口が

増加し始めた。また，竹園東小学校および竹園東

中学校が開校されるなど教育施設も完備してき

た。1975年の学園都市の人口は，竹園に2，300人，

筑波大学（天久保）に2，100人，並木に200人であっ

た。この時点で竹園に学園都市最初の計画的商業

施設である竹園ショッピングセンターが開設され

た。同施設は，食料品，身の回り晶を中心に取り

扱うス』パーマーケットを中心に，薬局，生花店，

スポーツ用品店，茶舗，書店，飲食店で構成され

ている。次いで1976年には，並木および天久保に

それぞれ同様のショッピングセンターが開設され

た12）。同年，学園中心部の一般小売店は，洋品

店の1店のみであり，学園東大通’りが全面開通し，

学園都市の街路網がほぼ完成した1977年において

も3店に過ぎない。当時，学園都市住民の食料品

購入先の約60％は土浦市であった。1980年に予定

されていた43の移転機関の移転が完了し，学園都

市が概成したとされたユ3）。よって学園中心部に

商業機能の集積が起こるのは，1980年代に入って

からのことである。

　2）竹園における小売店の集積過程

　第5図と第2表に示すように，竹園には！991年

現在で21の小売店が立地する。店舗の開業年次を

みると，1979年以前に開業した3店と1980年～

1984年に開業した10店で竹園の小売店全体の62％

を占める。1980年開業のカスミストアと東大通り

を結ぶ狭小な街路には15店（7ユ％）が集積し，飲

食店と混在して約350mの商店街を形成してい
る14）。業種をみると，飲食料品小売業が9店，

その他の小売業が7店で多く，双方で全体の76％

を占める。業態をみると，経営組織では法人経営

が12店（57％）で個人経営をやや上回り，本支店

経営別では単独店が7店（33％），支店が13店

（62％）である。支店にあたる店舗のうち2店は

カスミストアと同じ系列にあり，比較的大規模な

店舗を有している。県外資本の店舗は3店である

が，全国規模のチェーン店は存在しない。店舗の

売場面積規模は全体に小規模で，50m2未満が12

店（57％）で最も多く，300m2をこえる中規模店

は1店だけである。これは1984年に旧桜村におい

て中規模店要綱が施行され，中規模店の出店が規

制された経緯による。駐車収容能力も同様に小規

模であり，総駐車台数の179台は，カスミストア

1店の253台に及ばない。

　小売店が集積する東西の街路は，カスミストア

と竹園ショッピングセンターを結び，北側に竹園

1丁目および2丁目の公務員住宅街に近接するほ

か，東大通りと交差して，竹園3丁目の公務員住

宅街を横断している。竹園は前述のとおり，早期

に開発が進み，人口が早くから定着した。都心部

に近接するこれらの住宅から，徒歩または自転車

による買物客が，この街路を経由する。低い駐車

収容能力（！店舗当り8．5台）は，竹園の小売店が，

徒歩あるいは自転車による買物客に対応してきた

ことを示している。

　飲食料品小売業には，青果物店，酒店，漬物店，

洋菓子店などがあるが，専門化することによって

核店舗のカスミストアとの競合を避けている。こ

の傾向は，その他の小売業にも同様で，学生服店，

ランジェリー店，画材店などはその例である。小

売店は専門化することによって，単品目やその関

連商品のみを扱い，取’り扱い品目については品ぞ

ろえが豊富で幅広い需要に応じることが可能とな
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る。

　以上のように，竹園は早期に人口の定着した住

宅地に近接する近隣型商店街の形態と機能を有

し，1980年開業のカスミストアを核店舗として開

業年次が早く，専門化された食料品店，または身

の回り品店を中心とする小規模店によって特徴づ

けられている。

　3）東新井における小売店の集積過程

　第5図と第2表に示すように，東新井には，

1991年現在で19の小売店が立地する。開業年次で

は，つくば科学博以降の1985～88年に開業したも

のが10店と多く，東新井の小売店全体の53％を占

める。小売店は竹園の事例とは異なり，全体的に

広く分散して立地している。開業年次の早い6店

は西大通りに近接し，1985年以降開業した13店は，

1985年開業のクレオからダイエーを経由して南大

通りに達する街路に近接している15）。業種をみ

ると，その他の小売業に分類される店舗が9店で

最も多く，次いで家具・建具・じゅう器小売業の

4店である。業態をみると，経営組織では，法人

経営が12店（63％）で多く，本支店経営別では，

単独店が5店（26％），支店が12店（63％）である。

県外資本5店のうち4店は，1986年以降に東京お

よび広島に本拠を置く全国規模の家電量販店であ

る。店舗の売場面積では，30ト500m2の中規模

店が8店（42％）で最も多いが，一方50肌2未満

の店舗が6店（32％）であり，双方が並存してい

る状況である。駐車収容能力は大きく，東新井全

体で611台の駐車収容能力を有している。

　東新井のおもな小売店が集積する南北の街路

は，クレオおよびダイェーという学園都市の2つ

の核店舗を結んでいる。この街路に小売業の集積

し始めたのは1985年頃からである。東新井は，竹

園とは対照的に！店舗当りの敷地面積が大きく，

街路に面する部分に大規模な駐車場を設けるな

ど，都心に位置しながら郊外型商業地区の形態を

有している。

　東新井における小売店の業種構成は，竹園とは

異なり，買回品と最寄晶の双方，もしくは多品目

を取り扱う店舗がある。また，飲食料品小売業で

は洋菓子店を除く3店はすべてコンビニエンスス

トアであり，竹園のような飲食料品専門店は立地

しない。さらに，東新井の小売業の特徴の一つは，

家庭電化製品専門の量販店4店が立地することで

ある。これらは，すべて中規模店舗であり，中規

模店要綱が存在しなかった旧谷田部町側に出店し

／

第5図

売場而積1500m1

　以上の店舗

1第1種大規模小売店舗）

　　　畷

学園中心部における小売店の業種別開業年別分布（！991年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（199ヱ年現地調査により作成）

一51一



第2表 学園中心部における小売店の業種・業態（区分別開業年順）（1991年）

区分

大規模
小売店舖

土浦
学園通り

経営組織：

本支店別：

土地所有：

家具・建具
個　人
単独店
自己所有

1980
1985
1985
1985
1977
1978

1978
1980

198ユ
1981

1981
1981

1982

！983
1983
1983
1984
1985

1985
1988
1989

1989
1990

199！
1991

ユ976
1980
1981

1984

｝984
1985
1985

1985
1986

！986
！987

玉988
ユ988
王988
1988
1990
1991

199ユ
1991

五977
1985
1985
1985
1985

至987
1988
1989

1989
1989
1989

ユ991
1991

1991

じゅう器小売業
2　株式会社
2　本店

2　借地

水海道市
土　浦　市

土　浦　市

つくば市

衣服・身の回り品小売業
　5　その他の小売業
　有限会社
　支店（チェーン店含む）

　一部所有

（1991年アンケート調査により作成）
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た。これら量販店は仕様，品質を一定にして，品

目ごとに大量に販売するものである。そのため，

百貨店・大型スーパーとは十分に競合が可能で，

学園中心部に立地することで，双方は相互に補完

関係にあるものといえる。

　以上のように，東新井ではクレオおよびダイ

エーを核とする郊外型商業地区を形成している。

そして，それを特徴づけているのは買回品・最寄

品を備える一群の中規模店である。

　4）土浦学園通りにおける小売店の集積過程

　第5図と第2表に示すように，土浦学園通りに

は，199！年現在で14の小売店が立地している。開

業年次においては，ユ985～88年に開業した6店，

1989～91年に開業した7店の双方で，土浦学園通

りの小売店の93％に達する。西大通り以西の約1

knlの区間は，ファーストフードをはじめとする

飲食店で占められ，小売店は松代ユ～2丁目を中

心に立地するユ6）。全体に業種には偏りが少なく，

織物・衣服・身の回り品小売業と飲食料品小売業

がそれぞれ3店（21％），その他の小売業が6店

（43％）である。経営組織では法人経営が9店

（64％）で，本支店経営別では支店が11店（79％）

で高い割合を示している。支店の本拠地はすべて

県外にあり，支店の占める売場面積は東新井と同

様に規模が大きい。店舗の売場面積規模では，

300～500m2の中規模店が6店（43％），100～

300m2の店舗が4店（29％）というように小規模

な店舗はほとんどない。駐車収容能力は448台で

1店舗当り32台である。

　小売店は，土浦学園通りと牛久学園線の交差点

付近から西へ約500㎜の区間に分布する。土浦学

園通りは土浦市から学園申心部を通り，水海道，

谷田部，牛久方面とを結ぶ学園都市の主要幹線道

路であり，この沿線に立地する小売店は自動車を

利用する買物客に依存しているといえる。業種を

みると，店舗のほとんどが買回品中心であり，最

寄品を扱うのは2店のコンビニエンスストアのみ

である。これらは，周辺人口が少ないため，徒歩・

自転車の買物客が少なく，最寄品の需要も小さい

ためといえる。

　以上のように土浦学園通りは，自動車による買

物客を集客する郊外バイパス型の形態・機能を有

し，買回品を中心とする中規模チェーン店によっ

て特徴づけられる。

　5）学園都市中心商業地区の形成過程

　本節では，学園都市中心商業地区における小売

業の集積過程と特徴を，地区別に考察してきた。

その結果，次のようにまとめられる。学園都市の

小売業の集積は竹園に開始された。1980年に出店

したカスミストアが核店舗となり，徒歩あるいは

自転車による買物客に対応した“竹園商店街”が

形成された。次いで1985年にクレオおよびダイ

エーが出店した。これらは学園都市の核店舗とも

いえる商業施設であり，学園都市自体の商圏が大

幅に拡大した17〕。それに伴って，立地条件に恵

まれた東新井には，土浦市または東京などに本拠

を置く大型のチェーン店，および量販店が進出し

てきた。これらの店舗は竹園とは異なり，白動車

による買物客を意識した商業施設となっている。

さらに近年，学園都市の商業・業務機能の充実と，

それに伴う街路網の整備によって，学園都市のメ

インストリートである土浦学園通りをはじめとし

て，街路沿線型の大型チェーン店が集積し始めた。

これらもまた東京など県外資本による全国チュー

ン店である。このように商業集積は学園都市の外

縁部へと拡大するとともに，学園都市へ出店する

店舗の本拠地も，さらに県外資本が増大しつつあ

る。第6図に示すとおり，1975年以降の地区別売

場面積の推移をみると，1980年から竹園，1985年

から東新井，1987年から土浦学園通りと，それぞ

れの総売場面積の増加による時間的差異が明瞭で

ある。このように，竹園から土浦学園通りへと小

売店の立地が年次を追って変化していることが明

らかとなった。また，中規模店の集積によって，

とくに東新井と土浦学園通りでは，売場面積の仲

びがきわめて急激であることがわかる。

皿一3　既存商業地区と新商業地区における

　　　　小売業の特徴

本節では，谷田部内町・台町と学園中心部にお
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　第6図　学園中心部における地区別売場面積の推移（！975～1991年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1991年アンケート調査により作成）

ける小売店の特徴を第7図によって比較する。ま

ず，店舗の開業年次をみると，既存商業地区の事

例である谷田部では，1950年台までに開業したも

のが73％に上り，1960年代以降の開業は27％であ

る。一方，新商業地区の事例である学園都市の店

舗の92％が1980年代以降の開業である。このこと

は，第7図にそれぞれ示すとおりに双方の差異を

生み出している。まず，経営組織をみると，学園

都市では法人店舗が63．7％を占める一方，谷田部

においては個人店舗が60．6％を占める。さらに本

支店別でみると，谷田部は単独店が78．8％で卓越

しているのに対し，学園都市では支店が69％に達

している。双方ともに本店の割合は低い。売場面

積では，学園都市が小規模な店舗と大規模な店舗

に分離しているのに対し，谷田部では！00狐2未満

の小規模な店舗が72．6％に達している。土地所有

率では，学園都市では，借地店舗が87．9％に達し

ているのに対し，谷田部は土地の自己所有が

81．8％と卓越している。

　以上のことは次のようにまとめられる。既存の

伝統的商業地区は，家族経営によって，職住一体

の小売業が営まれてきた。店舗の多くで，法人化

および支店開設などによる経営規模の拡大がなさ

れて来なかったのも，土地建物の自己所有率が一

開業年次　内町・台町

　　　　学園中心部

経営組織　内町・台町

　　　　学園中心部

本支店別

売場面積

土地所有

状況

　　　　　　　　　（店舖数）

0　25　50　75　100（％）

　　　　　1945　196019701980
－1944年　～59～69～79～84

　　1985一一88　1989～91

個人　有限会社株式会社

単独店　　　本店支店

　　　　　　　100
～50m250～100～200300～

　　200－300

自己所有　　　　借地

一部所有

第7図谷田部内町・台町と学園中心
　　　　部の小売店の特徴（1991年）

　　　（！991年アン、ケート調査により作成）
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般的に高く，従来は近隣農村地帯からの集客力が

十分保たれていたからであるといえる。しかし，

モータリゼーションの進展に伴う，街路沿線型の

大型店の出現，消費者の買物行動の広域化は，伝

統的商業地区の活気を失わせてきた。同時に従来

ならば家族従業者，経営者となる後継者世代が，

外部に就業機会を得ることが可能となり，兼業化

による商外収入をもたらしている。このようにし

て，既存の伝統的商業地区においては，小売業を

専業とする店舗と，副業とする店舗が混在してい

る。したがって，商業地区の変化という観点でみ

れば，交通条件ならびに商業環境の変化が，店舗

の増減および業種の変化には直結しないといえ

る。しかしながら，内町・台町には学園都市への

支店出店，学園都市の施設との契約をはじめ，配

達，修理，製造小売，アフターサービスなどによっ

て，規模拡大および顧客サービスを図る積極的な

経営が存在するという実態も明らかになった。

　一方，新商業地区は，多様な形態・機能の小売

業が営まれている。家族経営による職住分離の単

独店，近隣町村から出店してきた個人経営の支店，

複数の店舗と同居する共同テナント店舗などであ

る。新商業地区を全体的に特徴づける小売業は，

法人化された本支店経営の支店で，大規模な売場

面積と駐車場を有し，土地の自己所有率はきわめ

て低いというものであった。個人，法人にかかわ

らず，新商業地区で借地することによって新たな

店舗の運営を行なうことは，きわめて積極的な経

営であるといえる。新商業地区の中でも都心地区，

住宅地近隣地区，主要幹線道路沿線などによって，

開業年次はもちろんのこと，業種および業態に空

間的差異がみられた。これは，立地条件に最も適

合する業種業態が，出店するからに他ならない。

したがって，成長しつつある新商業地区の小売業

は，絶えず時間的空間的変化を遂げていくものと

考えられる。

M　つくば市住民の買物行動

V－1　調査の概要

n章と珊章でぽ，商品を売る側についての考察

を行なった。本章では，商品を買う側についての

考察を行ない，つくば市住民の買物行動の現況，

および変化を明らかにする。そこでつくば市域の

うち旧谷田部町内の4中学校の生徒の家庭を対象

に選択・記入式のアンケート調査を実施した。

　調査では「野菜」，「家庭電化製品」および「洋

服」の3品目に関してその購入地，利用店舗，利

用交通手段および購入地の選択理由（3つまでの

複数回答）を質問した。質問の対象時期は「15年

前（1970年代半ば）」と「現在（1991年）」とし，

15年前より以前から旧谷田部町に居住している世

帯には両方の，それ以後に転入してきた世帯には

「現在」のみの回答を求め，実際に購入を行なう

人に記入を依頼した。

　このアンケート調査の有効回答数は，「15年前」

と「現在」の両方回答が496，「現在」のみの回答

が488であった。

　回答者の大部分は「15年前」では20代と30代の

女性，「現在」では30代と40代の女性である。世

帯主の職業では，両年次ともサラリーマンの割合

が55％，67％と最も大きく，しかもその割合は15

年の間に増えている。反対に農林業の割合は18％

から6％へと大きく減少している。白家用車の所

有状況をみると，「15年前」，「現在」ともに90％

以上の世帯で自家用車は所有されており，その平

均台数は1．7台から2．O台へと増加している。

　M－2　「野菜」の購入

　購入頻度の高い最寄品の購入形態に関して「野

菜」を例に考察する（第8図，第3表～第6
表）ユ8）19）。まず，「15年前」における主な購入地

についてみると，回答者の79．2％が旧谷田部町内

で購入しており，地元購入率が高いことがわかる。

指向度が最も高いのは内町・台町であり，その割

合は全体の半数を越える。次に高い割合を示すの

は「旧谷田部町の他の地区」となっている。これ

はアンケートの選択肢にはあげられていなかった

場所での購入を意味しているが，その大部分は居

住地の近隣に存在する店舗での購入であると考え

られる。地区別にみると旧谷田部町の西半分にあ
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千　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　；葛城
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’一一一一一一険25～50 0　　　　　3k狐

現在　　　　　　　　　　　　　　　学園
　　　　　　　　　　　　　　　、千一　　中心部

斗　　　　、

　　　　　　　　　　　　　・！　　　　　1

　　　冷　　　　　　　　　　　　　　　　’

水海道市　　1、

指向率（。）　内い吋．

→50～　　　　　　　　　㌔
　　　　　　　　　　　　　緑が丘

一一一一・一幸25一一50 0　　　　　3km

」一
第8図 居住地別商品購入地の変化：「野菜」

　　　　　　　　　　　　　　　（1991年アンケート調査により作成）

　　　　　　　　　　注）ゴチック体の地名は居住地区名を表わす。

第3表　商品購入地の変化：「野菜」

1976年
王99ユ年

旧住民 新佳琵 合計
第1位 内町＝台町 内町・台町 学園申心部 学園申心部

5ユ、8 38．7 55．3 44，4

第2位 旧谷田部町の他の地区 学園中心都 内町・台町 内町・台町
15．ユ 33．7 15，2 27．O

第3位水海適市 旧谷田部町の 緑　が　丘 1臼谷囲部町の
他の地区 他の地区

7．7 6．3 5，9 5．9

下段の数侑は構成欲‘％、　　　〔991隼アンケート調1杳1により作成、下段の数値は構成比（％）　　（1991年アノケート調査により作成）

たる谷田部，谷田部甫，柳橋，島名，真瀬の5地

区では内町・台町を主な購入地としているの対

し，東半分にあたる小野川，手代木，葛城の3地

区では近隣の地区を主な購入地としている。利用

された店舗についてみると，小型スーパーの利用

が最も多く，次いで個人商店となっている。利用

交通手段では，自動車と自転車が大部分を占めて

いるが，徒歩も若干存在している。先に示した購

入地を選択する理由については，割合の高い順に

「自宅から近い」，「品揃えが良い」，「他の商品も

買える」となっている。

　次に「現在」における「野菜」の購入地をみる

と，全体では学園申心部指向が最も高く，次いで

内町・台町となっている。また，旧谷田部町内で

の購入割合は33．1％で，地元購入率は半減してい

る。居住地別では，谷田部地区，谷田部南地区以

外の全ての地区が学園中心部を最大の購入地とし

ている。反対に内町・台町を第ユ位の指向先とし

ているのは谷田部地区のみである。「15年前」に

は旧谷田部町内で購入が完結していたが，「現在」

に至って購入地の多くが学園中心部にとって代わ

られた。

　さらにこのような購入地選択の変化を詳細に検

討するために，「15年前」と「現在」の両方に回

答した人（旧住民）の購入地の変更状況と，両方

に回答した人（旧住民）と「現在」のみに回答し

た人（新住民）との「現在」における購入地の差

異に注目する20）。まず，購入地の変更状況につ

いてみると，旧住民の59．2％が15年の間に購入地

を変更し，うち半数以上が学園中心部を新たな購

入地としている。また，「15年前」に内町・台町

を購入地に選択した人の38．5％が購入地を変更し

ており，その半数が「現在」では学園申心部を選

択している。他には「旧谷田部町の他の地区」と

土浦市を選択した人の半数以上も学園中心部に変

更している。次に，旧住民と新住民との「現在」
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第4表 商品購入地別の利用店舖の変化： 「野菜」
1」繁、f立1：％）

不1胴店舖
1976年 1991年

全体 内町・台冊1’ 船田部町の他の地区 水海適市 全体 学圃呼沁部 内町・台冊1’ 旧谷1日榊rの他の地1茎

個人商沽 24．6 25．3 33．3 ］C．5 9．4 7．8 8．6 24．1

小型スーパー 58．3 73．2 64．O 10．5 ・16．2 王7．8 90．6 72－4

大獺スーパー ］O．9 0．O O．O 79．0 32．2 6C．6 O．O O．O

デパート 0．4 O．O O．O O．O 3IO 6．2 O．O O．O

農協・生協 4．6 1．5 2．7 O．O 7．6 6I2 O．8 1．7

その他 0．2 O．O O．O C．0 1．2 O．9 O．O 1．7

無回笈 1．O O．O O．O O．O O．4 O．5 C，O O．O

合　　計 1OO．O 1OO．O 1O〇一0 lOO．O lOO．O ］OO．O 1OO．O lOO．0

11991征アンケート調脊によi〕作成〕l1991有アノケー1調査によi〕何成〕

第5表 商品購入地別の利用交通手段の変化： 「野菜」

峰位：％）

不1岬父遜 1976年 1991年

手　　段 余体 内1羽r・冒醐1’ 旧制脇町の他の地区 水海適市 企体 学圃1ケ1心部 内剛」’・行1刊1’ 1日谷11］細rの他の地区

徒　　歩 U．j 13．6 5．3 O．O 7．1 3．O 8．3 6I9

自　転球 23．8 26．1 28．0 5．3 14．8 14．4 12．4 17．2

オートパイ 4．2 4．7 4．O 5．3 1．1 O．2 2．3 1，7

自　動　躯 58．3 54．］ 61．3 86．8 74．6 81．2 73．7 72．4

パ　　　　ス 1．o 1．1 O．0 2．6 O．7 O．0 1．5 O．0

鋏　　遭 O．2 O．O O．O O．O o．o O．O O．O O．O

そ　の　他 0．2 O．4 O．O O．O 1．1 1．1 1．1 1．7

無1百1笈 1．2 O．O 1．4 O．O O．5 O．O O．7 O．O

合　　副1 l00．0 1OO．O 1OO．O 100．O 1OO．O 】OO．O π｝O．0 1OO．O

い991年アンケート1凋沓により寸乍成）

第6表 商品購入地別の選択理由の変化： 「野菜」

峰位1％）

選択理賄
1976年 1991年

全体 内町・台踊丁 旧谷鵬1j町の他の地区 水海道市 全体 学園中心部 内町・台囲丁 旧谷囎コ町の他の地区
虜宅から近い 29．2 30．8 36．O 5．1 21．2 15．1 30．6 28．6

晶揃えが良い ユ3．O l1．9 12．4 28－3 14．4 18．7 9．6 8．6

値段が安い 9．4 8．9 8．7 9．1 13．2 1O．O 12，9 18．6

商品の質が良い 4．9 5．2 3．7 4．0 ll．4 13．7 6．4 玉2．9

他の商品も買える 12．5 12．3 1O．6 19．2 】3．3 16．2 ！0．5 1O．O

蒲店が集積している 1．9 2．3 1．9 3．O 1－6 2．O 1．3 0．O

店舗の規模が大きい 1．6 O．6 1．2 4．0 1．2 1．6 1．O O．O

駐車場が広い 7．3 7．7 6．2 16，2 8．7 H．8 7．O 2．9

サービスが良い 1．1 1．1 1．9 O．0 1．2 1．3 1．3 1．4

なじみの店である 9．9 1C．3 9．9 1．O 5．2 3．2 7．6 6．4

その他 9．1 8．9 7．5 1o．1 8．6 6．5 u．9 王O．7

合　　計 100．O 100．O 1OO．0 三〇〇．O 100．O 100．O ユOO．O 100．O

（1991年アンケート調査により作成）

における購入地の違いをみると，旧住民の購入地

は内町・台町と学園申心部がほぼ同じ割合となっ

ている。これに対して，新住民については，学園

申心部が55．3％を占め，内岡ト台町は15．2％にす

ぎない。以上のことから，！5年の間における「野

菜」の購入地の変化は，新住民が旧住民と異なる

購入地を選択したことに大きく影響を受けている

といえる。さらに，旧住民のなかにも購入地を変

更した人が少なくなかったことも拍車をかけてい

る。

　このような購入地の変化は消費者が利用する店

舗の種類にも反映されている。「現在」における

利用店舖をみると，全体では小型スーパーと大型

スーパーでその大部分を占めている。「15年前」

と比較すると，大型スーパーの利用が増加する一

方で，個人商店の利用が減少している。購入地別

にみると，学園中心部では大型スーパーが，内町・

台町では小型スーパーが高い割合を示している。

とくに内町・台町においては「15年前」では個人

商店も25．2％の人に利用されていたが，「現在」
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では8．6％の人に利用されているにすぎない。利

用交通手段では，自動車の利用が増加し74．6％に

達している。これに対して自転車の利用が減少し

ている。このことは学園中心部での購入機会の出

現と近隣地区での購入機会の減少が原因といえ

る。選択理由では全体の上位3位までに変化はみ

られない。しかし，購入地別にみると，内町・台

町では「自宅から近い」，「値段が安い」の順になっ

ているのに対して，学園申心部では「晶揃えが良

い」，「他の商品も買える」の順になっており，2

つの商業地を選択する人の間には，価値観の相違

が存在するといえる。

　M－3　「家庭電化製晶」の購入

　次に，「家庭電化製品」の購入について考察す

る（第9図，第7表～第10表）。「15年前」の主な

購入地は内町・台町，土浦市の順である。また，

地元購入率は62．3％となっている。居住地別にみ

ると，中部の谷田部地区，谷田部南地区および柳

橋地区では内町・台町が，東部の二の宮地区，小

野川地区，手代木地区および葛城地区では土浦市

が，真瀬地区では水海道市が，島名地区では地元

が第1位の購入地であり，明確な地域差がみられ

る。利用する店舗には，回答者の70％以上が個人

商店を選択し，次いで14．3％が大型専門店・量販

店を選択している。内町・台町で利用される店舗

のほとんどが個人商店である。ブ方，土浦市で利

用される店舗は大型専門店。量販店，デパート，

個人商店，大型スーパーと多岐にわたる。全体で

は利用される交通手段のうち72．5％が自動車であ

るが，内町・台町で購入する人は近隣の地区に居

住しているため，自動車の利用はやや少なく，3

割の人は徒歩もしくは自転車を利用している。全

体での購入地の選択理由には，「なじみの店であ

る」，「自宅から近い」，「サービスが良い」という

回答が上位にあがっている。内町・台町を購入地

とした人では「白宅から近い」，「なじみの店であ

る」の2つの理由が極めて多い。土浦市を購入地

とした人では上位にあがっている「品揃えが良

い」，「値段が安い」以外にも様々な理由がみられ

る。

　「現在」における「家庭電化製品」の主な購入

地は学園中心部で69．O％の割合を占めている。こ

れに対して「15年前」で上位にあった内町・台町

と土浦市の割合は，極端に減少し，地元購入率も

11．5％にまで落ち込んでいる。15年の間に購入地

15年前

斗
島名

　㌔

　　　’　　　．．一）・

　〆
水海道市

。一＼　　土浦市

　　　磁

指向率（％）

→50一
一一一一一一降25～50 0　　　　　3k㎜

」」

現在　　　　　　　　　　　　　　学園
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中心部

斗　　　、・

指向率（％）

一→50～

一一一一・一捗25－50 0　　　　3km

」」
第9図 居住地別商品購入地の変化： 「家庭電化製品」

　　　（1991年アンケート調査により作成）
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~~f~I"~l~,~')~Ji~a)~2~..~~'4~ : r~+~ ~~ ~P--"~~~rf ~~:*J~~[J Drlln J 

1976年
1991年

1日住民 新住民 含言十

第1位 内町・台町 学園中心部 学園中心都 学園中心部
42．3 62．1 76．O 69．O

第2位 土　浦　市 内町・台町 土浦市 内口江・台町
2ユ、0 ユユ、玉 9，3 7，1

錦3位 旧谷蹄町の他の地区 土　浦　市 内町・台町 土浦市
10．1 8．1 3．1 6．2

下段の数値は構成比（％）　　　　（199ユ年アンケート調査により作成）Tr'*~a)~!f~Li~~~~~:~t ( %) (199li~7 ~ ir - h ~1~~}: ~ ~ {~~~) 

~~'^'~t~~~i~ Lf,_-Al~, A~E:4~~)76.2%~~~;v>**.U~~~~~~~ L 

Cv+;~. ~gMT ' A~*MT~,~.~)~~tk!;~ LCv>f,_"210)~o) 

~ ~3157)~~~~~.._,'~: L, ~ ~ ic;~~)75.8%~~~~:~JH~ 

,L･~~~~~+=~f..-f~~~.~)~~t ~ L~v>;~. ~J: ~ < Ji~~Ttr~ 

j~~RLCv+f,_-A~)78.8%~~~;..^,'~:L, ~~)i~~~~~' 

~~ r~~:~~~J ~c~~v+C~:~IH~,L･~~~~~#~:LCv>~. 

~f,_-, ~*=fr4j~~;~)~,~,~~~f;~~~, 76.0%~~~~~J~ 

,L~ ~~~)~* ~l~1Jec,f**~ < (7)iiJi~~T~~)4.3."/~~, 

~~~J rH,L･~f~ ~~ ~~c~+~~ ~ tL~ ~~i~i~~till~ i~ ~ ~U ~f~~ 

v+~v+~~. I~ft;~:c;)~.~)~~~:~}~~*=~f~~~:~~I~~~1c 

'~f~+8~~ ~~fD*~l~,~)~il~I~IJ~)~lJ~ilh~+'~~~)~~"~~"4~ : r~~-~~~P-F~~4~,~~~~~"U ~l~~l J 

(~fi~ : %) 

利用店舗
1976年 1991年

全体 内町・首町 土浦市 旧谷田部I町の他の地区 全体 学園中心部 内町・台町 土浦布

個人商店 70．8 96．7 2丁．2 80．O 15．9 3．王 95．7 19．7

大型スーパー 5．2 O，C 王2．5 O．0 n．6 玉4．3 O．0 13．1

デパー　ト 5．6 0．0 25．O O．O 5．1 6．5 0．0 6．6

専門店・量阪店 ］4．3 O．O 38．5 12．C 64．4 75．6 O．O 59．O

そ　の　他 3．O 3．3 1．9 6．0 2．2 O．3 4．3 玉．6

無　回　答 王．4 0．0 1．O 2．O O．7 O．1 O．O O．0

合　　　計 100．O 1OO．O 100．O 1OO．O 1OC．O lOO．O 100．O 100．O

(199l~p' T :/ ir l･~J~~1:~ ~ f'~=~~) 

/~~;/~- 9 ~~ ~~f " B~)~il~:~IJ ~)~li'PI'*~'~>C"~~p~~=~~~)~;"~'rf~ : 

* nrl" l 
r~~~+-~*'~~~:f ~~~~F+~'JDrl~lJ 

1葬、位：％）

不11用交遡 1976年 1991年

季　段 令体 内冊r・員・剛1 ニヒ浦市 旧谷旧1部囲rの他の地1迂 企体 学1董牌心部 内旧1’・育mr 1ヒ1南市

徒　　歩 6．7 12．4 O．O 4．O 1．7 O．3 一7．1 O．O

白転1れ ll．1 16．7 2．9 24．0 4．2 4．c 14．3 1．6

オートバイ 2．6 3．3 1．9 2．O O．6 O．4 1．4 3I3

肉動卒 71．4 62．4 86．5 66．O 90．O 94．6 64．3 88．5

パ　　　ス 2．4 2．4 6．7 O．O 0．3 O．1 O．O O．0

鉄　　適 O．8 O．O O．O O．O O．4 0．O O．C O．O

その他 3．4 2．4 1．o 2．O 2．O O．4 2．9 4．9

無胴笈 ］．6 0．5 】．0 2．O 0．7 O．］ 0．O 1．6

含　　喬・1・ lOO．O TOO．O ユOO．O 玉00．O 100．O 】OO．0 1OO．0 1OO．O

｛1991征アンケート翻沓によ1〕イ乍成〕( 199] il~ f ~ ~r - l･ fir,,,lAl~l･i ~ I) ('1i;,~ ) 

^~f~+10~: ~~fQ"~I~,~'-);~~~~IJa)~~~~i"~.._Ftl~)~~,,~'4~ : r~~:~+~*J~~3-'_'*'-t~':'~P~; 'j~~'1;-1..~J~ln~lJ -- 4~ 

%) 

選状理1臼
1976年 199年

粂体 内剛’一育町 土浦市 旧谷1邊部町の他の」岨 全体 学馴・心部 内1凹r・剖1呵 土淋市
1当宅から近い 22．9 34．7 3．7 27．3 ll．0 工1．1 27．7 O．7

榊前えが良い 1O．O 2－8 23．7 7．3 22．4 26．0 0．7 18．8

値段が安い 6．6 2．3 14．】 7．3 21．3 22．6 5．7 25．4

商品の質が良い 7．5 6．6 1O．4 10．9 5．4 5．5 3．5 5．1

他の梛呂も賢える 5．2 1．2 IO．8 7．3 5．9 6．O 1．4 8．7

商店が集稜している 1．4 O．7 2．9 O．O 1．7 2．O O．O 2．9

㈱iの綴模が大きい 2．7 O，2 8．7 O．O 6．7 7．2 1．4 7．2

駐王担場が広い 3．8 1．6 7．5 1．8 7．8 9．3 O．O 8．O

サービスが良い lO．8 13．］ 4．6 11，8 7．3 5．2 20．O 12．3

なじみの鵬である 23．9 3］．9 8．7 20．0 7．4 2．8 35．5 9．4

その他 5．1 4．7 5．C 6．4 3．0 2．4 4．3 1．4

合　言ト lOO．O 1OO．0 100．O lOO．O l00．0 1CO．O 1OO．O ］OO．0

(19q. 1~i7 ~ ~-- h~~J~;~; I ~ I)f'l l~) 
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学園中心部が第1位であるが，依然として内町・

台町と土浦市の指向度も高い。

　利用店舗の全体での内訳をみると，大型専門

店・量販店が第1位で，次いで個人商店，大型スー

パーの順である。「15年前」と比較して個人商店

の割合が小さくなった反面，大型専門店・量販店

の伸びが著しく，大型スーパーも伸びている。学

園中心部を指向した人の店舗の利用状況では大型

専門店・量販店が75．6％，大型スーパーが14．3％

の割合を占めており，さらにデパートを利用して

いる人も若干存在する。利用交通手段についてみ

ると，自動車を使用している人が「15年前」より

さらに増え，全体の90％に達している。購入地別

では内町・台町のみは自動車利用が64．3％，徒歩，

自転車利用が31．4％と「15年前」と大差はない。

購入地の選択理由についてみると，全体では「15

年前」と大きく変わり，割合の高い順に「品揃え

が良い」，「値段が安い」，「自宅から近い」となっ

ている。購入地別にみても，学園中心部，土浦市

では「品揃えが良い」，「値段が安い」が主な選択

理由となっている。しかし，内町・台町を購入地

とする人は依然として「なじみの店である」，「自

宅から近い」，「サービスが良い」を選択の理由と

してあげている。

　V－4　「洋服」の購入

　最後に買回品として「洋服」．を取り上げ，その

購入地について考察する（第10図，第11表～第14

表）。「15年前」における購入地については，土浦

市が最も高い割合で，次いで水海遺市の順である。

先の2品目と違い，第1位の指向先は内町・台町

ではなく，地元購入率も19．2％とここで取り上げ

た3品目のなかでは最も低くなっている。すでに

「15年前」の時点で「洋服」の購入者は周辺の都

市へ流出していたことになる。居住地別購入地を

みると，ほとんどの地区で土浦市が指向先の第1

位になっている。また，それ以外の谷田部南，真

瀬の両地区では水海道市が第1位になっており，

他の2品目と比べて，内町・台町は近隣の地区の

居住者の購入率も低くなっている。次に，利用す

る店舗ではデパート，大型スーパー，個人商店の

順になっている。また，購入地別にみると，土浦

市ではデパート，水海道市では大型スーパー，内

町・台町では個人商店がそれぞれ最も高い割合を

もち，3つの商業地の違いが明確に現われている。

購入地までの交通手段では自動車の利用率が

15年前

斗

水海道市界＼

指向率（％）

→50～
‘一一・■・‘降25～50

■　　　、、，

収・台1町1＞

べ＼

土浦市

0　　　　　3k㎜

L」」

現在

斗
　　　　　　　　　　　　　　学園
　　　　　　　　　　　　　　　中心部

　　　　　　　　　　／　　　　　　　　’、　　　　　　　　。ン／　　　川
　　　　　　　　4　　　　　　！　1　　　　　　　　　　　　　　　　1土浦市
　　　　　／　！
　　　　　・／　　　　　　　　　　　　　　　遥
　　　　／／　　　　　　　　　　　　　■l

　　　　　　　　　　　　　　　　l’
　　　　　　　　　　　　　　　　1’
　　　　　　　　　　　．．．．ノ　　　I’

、／＼　　　、夕　：，
〆　　　　　　　　　　4

水海道市

指向率（％）

→50～
一一一一一一傘25－50

　、鬼牛久市

0　　　　　3km

」」
第10図 居住地別商品購入地の変化： 「洋服」

　（王99ヱ年アンケート調査により作成）
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*~~+11~~: ~fD~rl~,~)~~ti!:(1)~~~~".~~"f~ : r~~nr~ J 

1976年
1991年

旧住民 新住民 合計
第ユ位 土浦　市 学園申心部 学園中心部 学園中心部

50．O 60，7 62．7 61．7

第2位 水海遭市 土浦布 土浦市 土浦　市
21．8 12，3 11．7 12．0

第3位 内脚丁・台町 牛久市 牛　久市 牛久市
16．3 9．7 9．4 8．0

下段の数値は構成比（％〕　　　f1991傘アンケート言鰯沓によわ作成〕TI=*"~)~.'~{[~=.i~~+*~+~!~tt (~) (199liFT ~~ - h~{J~**-'~i~~ ~ {,F~~') 

73.6%~~:v>. ~f,_･･, 4~~)2~'~~~i~}~~~~~'~ 

~~Lf~~~ ~~ )~;~~)~lJ,ri~~ 10 9%i ~._._~t~ ~] ~ 

l~~i~ ~tL~) = ~))~;~~)~IJ~~i~t~))~*+'"~'71:~j~, ii 
.~ 
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;~~~V~MT ' ~~~T~~)~.~)~~1~ ~~~~~l~f~U~lt~ )~ 

~)++"U~~~i~40 7% ~~)~ ~ r~ < f~~ < , ~~~~-ic~'~:*･_k, 

~~~;~~:(7)~-U;Fl~~tl~A" bH~l~46.9% ec ~ f~~ ;~. ~,{~:j'.)~ 

iLh~)~~~R~1~Fkl~ L~i~, r~"~tn'~*j~~~J~v,J ~_ riLiv 

a)~~i~'~~~~:~~)J ~*~~ ~ cclO%,~kJi~Jlfi!_.*~:f~~t 

~~, 4~cc~ r~i~:*~~"~~Jl~--'v*J, r~fh~~~~{~~..*~L~v* 

^~f~+12~~ T~iy'~I~,~)~il~l~IJ~)~･-lJ~l~n~'~'~~~)'~;"~~~"4~ : r~~H~J 

（単位：％）

禾1j用店舗
］976年 1991年

金体 土浦市 水海道市 内町・首町 全体 学園印心部 土滴市 牛久市

個人商店 21．8 O．8 2．8 王00．O 6．O 2，3 5．1 0．O

大型スーパー 28．8 15．7 91．7 0．O 32．1 27．8 14．4 89．8

デ　パー　ト 45．4 80．6 O．O O．O 53．4 64．4 69．5 〇一0

専門店・量販店 3．6 2．8 5．5 0．O 7．5 5．1 1O．2 lO．I

そ　の　他 0．O 0．O 0．O 0．O O．6 0．0 0．8 0．O

無　回　答 O，4 O．O O．O O．0 0．4 0．3 0．0 O．C

台　　　計 lOC．0 1OO．0 lOO．O 王OO．O 1OO．O lOO．0 ユOO．O 1OO．O

f1qg1征アンケート調春に」二与〕維成〕(1991~F-7 ~ir- h~Jj{~I ~ ~)f~,~) 

^~}'+13~~ ~~f " H~'_)~*~~lJ ~)fli;hl'~'~~"~.__~f~~~~)~t<rf~ : 
" rlrl" ~ ~~~ 

r~~,･-H~J 

岬位：％）

利月咬逓 1976年 199王年

手　段 企体 ⊥11訂市 水海道市 内町・貧閨丁 全体 学鰯畔・心部 土洲肺 牛久市
徒　　歩 2．6 O，O o．9 12．3 0．6 0．3 0．O O．O

自転車 7．9 2．O o．9 34．6 7．6 8．7 2．5 1．3

オートバイ 1．8 O．4 O．9 7．4 O．2 O．2 O．8 O．O

自動〕担 73．6 82．3 84．3 40．7 84．8 90．1 87．3 91．1

バ　　　ス 1O．9 M．5 12．0 4，9 2．8 0．5 8．5 7．6

鉄　　遺 2．4 O．4 O．O O．O 3．3 O．O O．8 O．O

その他 O．2 O．O O．O O．O O．6 0．2 O．O O．O

無1固笈 O．6 O．4 O．9 O．O 0．1 0．0 0－O O．C

含　　討 ］00．O 1OO．O l00．0 1OO．O lCO，O 1OO．O 1OO．O 玉00．O

o99I年アンケート調沓により作成）( 199lir*T :~ ir - l･ ~"'1~~i~ ~ I) {'1EIJ~ ) 

'~{~+14~~ ~f~l"~I~,~')~iLb~lj~)~~4~:~_~_rkla)~;"~"f~ : r~~__~r~J 

峰位：％）

選状理舳
976年 1991年

金体 土淋市 水海適市 内胴丁・育町 全体 学閲申心剖 土浦市 牛久市
自宅から近い 8，O 0．5 8．0 33．7 9．王 ll．4 1，7 2．5

品揃えが良い 22．9 28．6 23，3 2．5 25．9 25．2 29．2 29．2
偵段が安い 7．0 6．4 12．0 3．7 1O．6 8．6 1O．O 23．8

商晶の質が良い 6．1 6．8 2．5 6．7 9．9 9．2 8．7 5．9

他の梛1】も買える ユ6．7 20．4 19．6 1．2 16．4 18．3 W．1 15．8

脇店が集積している 9．3 〕］．5 7．6 4．3 5．］ 4．2 13．1 2．O

脇南の規模が大きい 8．6 11．5 7．3 玉．2 5．9 5．9 5．7 5．4

駐車場が広い 9．7 王O．3 14．5 3．1 1O．7 ユ2，9 7．4 12．9

サービスが良い 2．2 O．5 0．7 9．8 1，O 0．5 王、7 0．0

なじみの病である 6．3 1．7 2．2 28．2 3．O ユ．5 3．4 2．O

その他 3．2 一．9 2．2 5．5 2．4 2．3 2．O O．5

含　耐 】OO．0 1OO，O ユ00．O 玉OC．O ユOO．O 一〇〇．O lOO．O 王00．O

‘1qq1．脹アンケ＿ト熱擦に」＝　作1削(1991"f-T ~ ir- h~~*]~~~ t ~ I)f'l '~) 

- 61 -



る」，「店舗が大きい」といった理由も多’くあげら

れており，その選択の幅が広い。また，土浦市や

水海遺市で購入する人の選択理由は全体と同様の

傾向を示しているが，内町・台町で購入する人は

「自宅から近い」と「なじみの店である」の2つ

が主な理由であるとしている。

　「現在」における「洋服」の購入地については，

「家庭電化製晶」と同様に学園中心部の割合が大

きく，第2位に土浦市が，第3位に牛久市が入っ

ている。「15年前」と比較すると，土浦市，水海

遣市の割合が大幅に減少し，代わって学園申心部

が最大の購入地となり，居住地別にみても，水海

道市を第1位の購入地とする真瀬地区以外すべて

の地区で学園申心部を第1位の購入地としてい

る。また，南に位置する地区では新たに牛久市を

購入地としている。また，内町・台町地区では先

の2つの品目以上に購入地となる割合の低下が著

しく，「現在」ではほとんど購入地にはあげられ

ていない。ここで「！5年前」から「現在」までに

おける購入地の変更状況をみると，変更した人は

398人で，全体の80．2％に当たる。ほとんどの人

が変更したことになる。そのなかでも土浦市，水

海道市および内町・台町から学園中心部に購入地

を変更した人は，それぞれ178人，46人，44人と

多くなっている。続いて旧住民と新住民との購入

地を比べると，前者と後者の購入地はともに学園

中心部，土浦市，牛久市の順であり，それぞれの

割合にもほとんど差はない。このことは先に取り

上げた2品目とは異なり，両者の間には購入地の

選択において，明瞭な差異は認められないことを

意味している。

　購入地における利用店舗ではデパートと大型

スーパーが8割以上を占めており，とくにデパー

トの割合の伸びが顕著である。その反面，他の種

類の店舗はわずかしか選択されておらず，個人商

店に至っては内町・台町での購入率の極端な低下

に伴って「15年前」から約15％も減少している。

学園中心部と土浦市ではデパート，大型スーパー

の順に利用率が高く，牛久市では大型スーパーの

みの利用となっている。利用交通手段では，自動

車が84．8％で最も高い割合を示している。選択理

由をみると，「15年前」と変わらず，．その幅は広い。

上位にあげられる理由にもあまり変化はなく「品

揃えが良い」，「他の商晶が買える」，「駐車場が広

｛の順になっている。ただ，「値段が安い」，「商

品の質が良い」という理由が多くあげられるよう

になったのに対して，「商店が集積している」，「店

舗が大きい」という理由はそれほどあげられなく

なった。購入地別では学園中心部も土浦市も牛久

市も「品揃えが良い」が第1位であるが，学園中

心部では第3位に「駐車場が広い」が，土浦市で

は第3位に「商店が集積している」が，牛久市で

は第2位に「値段が安い」があげられており，そ

れぞれの地区の選択のされ方の違いを表わしてい

る。

　M－5　買物行動の変化

　買物行動の変化を整理すると，次の6点に要約

できる。

1．1970年代半ばにおける3品目の内町・台町を

中心とした地元での購入率は，「野菜」で8割，「家

庭電化製品」で6割と高い割合を示していた。し

かし，「洋服」においてはすでに8割が旧谷田部

町外に流出していた。そしてそれぞれの購入地で

は「野菜」．が内町・台町を中心とする旧谷田部町

内，「家庭電化製品」が内町・台町と土浦市，「洋

服」が土浦市と水海道市と3つの品目で異なり，

商圏の重層的な構造を呈していた。

2．1991年になると各品目の地元購入率は大きく

低下した。とくに「洋服」に至ってはほとんど旧

谷田部町内で購入されることはなくなった。各品

目の主要な購入地は学園中心部となり，以前のよ

うな品目間の差はみられなくなった。しかしなが

ら，「野菜」では内町・台町も依然として近隣地

区からの購入者を吸収している。

3．このようなパターンを形成する原因は，新住

民の購入地が旧住民のそれと異なり，当初から学

園中心部を指向したことに加え，旧住民の多くが

購入地を既存の商業地’区から学園中心部に変更し

たことによる。そしてこの傾向は高次な品目ほど
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強くなっている。ただし，現在における既存の商

業地区の購入者の大半は旧住民である。

4、購入地の変化に伴って利用店舗の形態は個人

商店や小型スーパーといった小規模のものから大

型スーパーやデパート，量販店といった大規模な

ものに変わってきた。

5．両年次において，購入の際にはおもに自動車

が使用されるという傾向に変わりはないが，ユ991

年にはそれがさらに顕著になった。しかし，内町・

台町を指向する人には依然として徒歩や自転車の

利用がみられる。

6．購入地や利用店舗の変化は，それらの選択理

由の変化によってより明確なものとなる。すなわ

ち，1970年代半ばでは選択される理由が少数で

あったのが，1991年では様々な理由が選ばれるよ

うになった。また，店舗への近接性や縁故などと

いう理由が減り，商品の種類，質，量といった面

が重要視されるようになった。

v　むすび

　本稿は，つくば市を対象として，学園都市概成

以前の1970年代半ばから，！991年現在までの商業

地域構造の変化を解明することを課題とした。明

らかになった点は以下のように要約できる。

　学園都市概成以前の1970年代半ばにおいては，

合併前の旧5町村は，土浦市の商圏であった。買

回品の購入についてみると，おもに土浦市が指向

されるほか，土浦市から遠隔な旧谷田部町西部で

は，水海道市が指向された。一方，最寄品に関し

ては，谷田部，北条をはじめとして，旧5町村に

分散する既存の商業中心地が，それぞれ競合せず

独立した商圏を有していた。

　しかしながら，学園都市が概成し，新たな商業

地区が形成されると，これまでの商業地域構造に

大きな変化がもたらされた。そのため，本研究で

は，既存の商業中心地である谷田部内町・台町と

新商業中心地である学園都市中心部を取り上げ，

その機能的変化を考察した。谷田部内町・台町は，

依然として形態的，機能的に伝統的な商業活動が

行なわれており，家族経営の小規模単独店による

ものである。その業種構成は，最寄品を主体とし

ている。一方，学園都市の商業は1980年以降急速

に拡大したものである。当地区は大型化，専門化，

量販化，大規模駐車場保有が進み，この地域は消

費者行動の多様化ならびに広域化に呼応する近代

的商業地区となった。その業種構成は，買回品が

中心である。

　以上の変化に対する消費者の対応は，以下のよ

うであった。1970年代半ばには「野菜」は内町・

台町を中心とした旧谷田部町内，「家電」は内町・

台町と土浦市，「洋服」は土浦市と水海道市とい

うように，低次なものから高次なものへと重層的

な購入圏を呈していたのが，1991年にはすべての

品目で購入地は学園地区に統合されてしまった。

ただし，内町・台町においても，低次な商品（「野

菜」を中心とする飲食料品など）については，

1991年においても「自宅から近い」「なじみの店

である一という理由で，近隣地区からの購入者を

吸引している。このように，既存の商業中心地に

おいては，その機能が停滞傾向にあったが，学園

中心部の新商業地区の出現によって，近年におけ

るつくば市の商業は発展を遂げ，土浦市の商圏か

ら独立した新しい商圏を形成するに至った。

　今後，つくば市の外縁部における人口増加，ま

た，常磐新線ならびに圏央道の開通によって，谷

甲部地区および学園地区の商業は，新たな商業環

境に直面すると考えられる。その際，それぞれの

商業地区がいかに成長を遂げ，つくば市の商業地

域構造をいかに変容させていくのかを注視してい

きたい。

　本稿を作成するにあたり，つくば市役所，つくば市の各商工会および内町・台町地区，学園地区の各商

店の方々には資料収集ならびにアンケート調査においてお世話になりました。さらに，つくば市立谷田部

中学校，谷田部東中学校，高山中学校，手代木中学校の先生方ならびに生徒のご家族にはアンケート調査

に際し，ご協力をいただきました。以上記して厚くお礼申し上げます。
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［注および参考文献］

！）常陽産業開発センター（1976）：『茨城の商圏　第4回茨城県広域消費者行動調査結果報告書』183ぺ一

　　ジ．

2）現つくば市の範顕内での1975年から1990年までの人口数は，81，20！からユ36，296へと増加している。

　　とくに旧桜村では1雀、814から42，ユ51へ，旧谷田部町では，22，225から43，472へと著しく一増加している。

　　（昭和50年国勢調査及び茨城県（1990）：『茨城県の人口』より）

　　また，ユ976年から王988年までの商店数および従業員数の変化は，それぞれユ，王83からユ、42ユ，3，066か

　　ら6，134となっている。旧町村別では，資料の制約のためユ976年から1985年までの変化しかわからな

　　いが，旧桜村では商店数が124から312，従業員数が330から2，309へと増加し，旧谷田部町ではそれぞ

　　れ296から356，810からユ，353へと増加している。（昭和5ユ，60，63年商業統計より）

3）竹内理三編（1983）：訳茨城県地名辞典』角川書店，150p，581p．

雀）茨城県谷田部町谷田部商工会（1975）：『谷田部「中央商店街」診断報告書』63ぺ一ジ．

5）聞き取り調査を行なわなかった店舗のなかに，王980年代に開業した店舗が数店ある。

6）分家の経営する店舗には，事実上単独店であっても“支店”と呼んでいる場合がある。

7）店舗3は内町・台町で唯一2階にも売場をもつ。

8）1975年の内町・台町における店主の平均年齢は51．3歳である。1990年の経営者の年齢は50歳以上が

　　56．9％，40歳未満が6．0％である。前掲4）．つくば市商工会（199！）：『つくば市商工会地域ビジョ

　　ン作成事業報告書』78ぺ一ジ．

9）ユ975年の数値は前掲4）による。

10）1991年には共同駐車場があり，数値の中にはこれを利用している店舖も含まれる。

1ユ）「竹園」地区と「東新井」地区の範囲は，住居表示とは一致しない。「土浦学園通り」の西端は，小

　　売店の分布範囲の西端に一致する。さらに，第1種大規模小売店舗は，規模などの条件が一般小売店

　　と大幅に異なるため，これら3地区の区分外とした。また，一般小売店の中で売場の大部分が屋外に

　　置かれているものは，考察の対象としなかった。

！2）公務員住宅に近接して計画的に配置される商業施設は，「住区ショッピングセンター」と呼ばれ，

　　ユ99ユ年現在，竹園，並木，天久保，松代の4ヶ所に置かれている。

13）本項の参考資料は以下のとおりである。

　　ゼンリン（ユ977）：『ゼンリンの住宅地図　谷田部町　筑波研究学園都市』ゼンリン，40ぺ一ジ．

　　国際科学振興財団（1987）：「桜村大型出店影響調査報告書』．188ぺ一ジ．

　　住宅・都市整備公団つくば開発局（1991）：『T　s　u　k　u　b　a』23ぺ一ジ．

ユ4）カスミストアは，学園都市で最初の大型スーパーであり，開業当日は店頭に行列ができるなど話題と

　　なった。これを契機に，学園中心部には同系列の大型専門店が4店出店している。

15）クレオは店舗面積は28，OOOm2，駐車場収容台数はおよそ2，400台で，店舖面積において，北関東3県

　　中随一である。映画館併設の西武百貨店筑波店ならびにジャスコ筑波店をはじめ，30店の専門店およ

　　び飲食店で形成されている。

16）西大通り以西の約1㎞の区間は，市街化区域に指定されておらず，小売店は例外を除けば立地してい

　　ないが，郊外型レストラン，ファーストフードをはじめとする飲食店が違担し，沿遭に隈り都市的な

　　土地利用がみられる。

17）聞き取りによれば，クレオにおける中元およぴ歳暮の購入圏は拡大しており，県西の下館，古河をは

　　じめとする35㎞圏の増加がみられるほか，水戸および臼立をはじめとする県北に及んでいる。

18）購入者の居住地区は小学校区に基づいて区分したが，一部一致しないところもある。

19）第4表から第6表，第8表から第玉O表，第12表から第！在表については，両年次とも商品購入地の上位

　　3地区のみについて示した。

20）王970年代半ば以前から居住していた人を1日住民，それ以降に転入してきた木を新住民と区別すること

　　にする。
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